
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 5年度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 とつ′bヽ お りて い

1 事業の成果

令和 5年度は、日標としていた事業費の達成は出来なかったが、オンライン、通所スタイル共に利用者

数を確保することができた。また、地域との連携として近隣施設へのボランティアを行 うなど今後の事

業展開のための足掛かりを作ることができたと言える。また、多くの困難や自立のための方法に悩む成

人の利用者のために、オンライン・ トレーニングや職場近くでのコーチング、カウンセリングを実施する

ことなどもできた。今後は事業の黒字化に向けて、現在の事業計画に加えて新規に児童福祉法に基づく

放課後等デイサービス事業所の開設を計画している。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 3720 】千円)

定訳 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千 円)

1∝ 活用による
プ リン ト教材、
動画、アプ リ等
を使用 した、オ
ンラインによる

学習支援、社会
社訓練、機能訓
練な らびに心理
的支援の事業

通所が困難な利用者に対 して、
オンラインによる専門的な学習
支援、療育、心理的支援を実施

する。学習支援、療育は、発達

検査、アセスメン ト結果を考慮
して、つまずきポイン トをスモ

ールステップ方式で克服する手

法により学習、療育の積み上げ

を行 う。心理的支援は、ス トレ

スチェックや行動記録表を活用
して、傾聴、ア ドバイス、遊戯

療法を取り入れて支援する。

月～金

13:30

か ら21:

00ま で

オ ンライ

ン

法人

教室

2名

全国 の支援

を必 要 と し

てい る子 ど

も とそ の保

護者

5人 300

ICT活用による
プ リン ト教材、
動画、アプ リ等
を使用 した、通
所による学習支

援、社会性訓練、
機能訓練な らび
に心理的支援の

事業

通所が可能な利用者に対 して、

通所による専門的な学習支援、

療育、心理的支援を実施する。
学習支援、療育は、発達検査、
アセスメン ト結果を考慮 して、
つまずきポイン トをスモールス

テップ方式で克服する手法によ

り学習、療育の積み上げを行 う。
心理的支援は、ス トレスチェッ
クや行動記録表を活用 して、傾

聴、ア ドバイス、遊戯療法を取
り入れて支援する。

月～金

13:30

か ら21:

00ま で

法人

教室
2名

地域。近隣の

支援 を必 要

と してい る

子 ども とそ

の保護者

15人 3200

就労や就労継続
のために必要な
支援の事業

面接練習、履歴書作成方法、対
人コミュニケーション、ス トレ
ス対策などについての指導 と練
習

月～金

13:30

か ら21:

00ま で

オ ンライ

ン

法人

教室

2名

全 国の支援

を必 要 と し

てい る子 ど

も とその保

護者

2人 100



母子家庭ならび
に父子家庭の子
どもや家族への
支援ならびに啓
発事業

孤立防止や子どもの健全育成に
関する会の設立と運営

月～金

13:30

か ら21:

00ま で

オンライ
ン

法人

教室

2名

地域・近隣の

対象 とな る

子 どもとそ

の保護 者 ま

たは児童養

護 施設 の希

望者

10人 50

保護者や連携機
関 とのカウンセ

リング、観察 と

助言、研修会な
どの支援事業

個人またはグループを対象とし
た悩みの相談やコンサルティン

グの実施や発達・子育て 。就労
などをテーマにした研修会の実
施

月～金

13:30

か ら21:

00ま で

オ ンライ
ン

法人

教室

4名

利 用者 の保

護 者 と学校

関係者、連携

機 関の希 望

者

5人 40

開発 したプ リン

ト教材や書籍な
らびに業務管理
用アプ リの販売
事業

英語、漢字、理科、社会、算数、
数学のオーダーメイ ド教材 「プ
リン トビュッフェ」、PODオ リジ
ナル問題集の出版ならびに業務
用管理アプリの製作・販売

月～金

13:30

か ら21:

00ま で

法人

事務所
2名

全 国のオー

ダー メイ ド

教材 を利 用

しての学 習

希 望者 な ら

びに全国 の

通所 型 障害

児 支援 事業

所の希望者

1人 30

その他 目的を達
成す るために必

要な事業

0



書式第 13号 (法 第 28条関係 )

令和5年度 活動計算書 (その他事業が生1登場合)

特定非営利活動菫人 とつぶくおりてぃ

円

189.010

■,1(壱

1.000

1 31

曼政 補助 金

正会員受取会費
賛助会員受取会費

非収益事業
収益事業 (教材販売 )

受取寄附全
施設等受入評価益

3】 .常  書

(1)人件■
給料手当
役員報酬
雑給
法定福利費

280.000

02.92?

280.068
863.727

2.976.722

旅費交通費
通信費
交際費
会議費
減価償却費
賃借料
消耗品
n■公課
支払手数料
議会費
法務委託費
修籍費
運賃
事務用品費
新関図書費
支払利.自

2

6.6'1

10.8501

」.o72

443.687
23.188

152.800

101. 131

(1)天需要
~

■員報酬
1っ 料手当
雑給
法定福利費

131.428

旅費交通費
通信費
交際費
会議費
減価値コ費
賃借料
消耗品
租税公課
支払手数料
諸会費
法務委託費
修経費
運賃
事務用品費
新聞図書費

2)
l.800

o9.995

13.110
44、 056

185.037

87.753
480

17.2651

20.0001

410.3001

103.4001

1.2401

40.5461

4 846 834
-3 523 805

`期
怪 : 減  | A

収

.6■ |=損 il,■ ■

)l
=

′.=● ■

4 期 坤, ¨ C ― 【D
-3 528 805

;| 工  | (1)+C ・ (3)

70 000

)― (
-3 598 805味  1 オ  i 頂 +`(

事 業 報 告 用
|

澤 驚 収 益 |

189 0()

1.00

1.123.(X,
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

特定非営利活動法人 とっぷ くおりてい

A

1

2

2

3 の の

(1) 形

現金預金
未収金

256,784
146,000

277,763
226,875

物

備

築

器

構

什

907.422

4,965,000長期借入金

2

+

1

B-1

未払法人税
預 り金
仮受金

70,000
8,372

497.125

B-2
11

-3 598 805

-1,034,270Hl,

当

負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】【B】 907.422

令和5年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

【A】 資 産 合 計 ①+②

|

■ ______金 __五___二 _二憂 :止」饉L_二

「

~百~西~あ~
動

:の 書

負量飩
債 合
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■
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書式第 16号 (法 28

令和5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人とつぷ くおりてい

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)に
よっています。

(1)固定資産の減価償却の方法

構築物の減価償却は定額法によっています。
10万円以上20万 円以下の備品の減価償却は 3年償却によっています。

(2)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

活動計算書に計上

(3)消 費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況
円 )

合計
収益事業

管理部門
収益事業

事業部門計
非収益事業非収益事業

科 目

189,000

1,000

0

1,128,000

29
4,000

189,000

1,000

0

1,128,000

29

189,000

1,000

1,124,000

29
1,318,0291,318,0291,314,029 4,000

0

125,855

2,280,000

280,068

422,227
0

18,876

20,553

62,928

0

0

68,500

0

62,927

2,280,000

280,068

353,727

0

44,052

47,947

44,045

1,596,000

196,047

247,606

18,882

684,000

84,021

106,121

131,428 3,108,15091,999 39,429893,024 2,976,7222,083,698

1,800

59,995

23,110

44,056

185,037

0

87,753

480

17,265

20,000

410,300

103,400

1,240

40,546

0

0

445,487

83,183

23,110

44,056

185,037

152,800

192,184

480

23,939

20,000

410,300

103,400

1,240

40,546

10,850

2,072

1,260

41,997

16,177

30,839

149,216

61,427

336

12,162

14,000

287,210
75,680

868

28,382

540

17,998

6,933

13,217

35,821

26,326

144

5,103
6,000

123,090

27,720

372

12,164

443,687

23,188

152,800

104,431

6,674

10,850

2,072

443,687

23,188

0

0

0

152,800

104,431

0

674

0

0

0

0

0

10,850

2,072
1,738,684275,428 994,982743,702 719,554743,702

314,857 1,126,410 4,846,834893,024 3,720,424 811,5532,827,400
▲ 3,528,805▲  314,857 ▲ 1,126,410▲ 889,024 ▲ 2,402,395 ▲  811,553▲ 1,513,371

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

役員報酬

給料手当

雑給

法定福利費

福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

旅費交通費

通信費

交際費

会議費

減価償却費

賃借料

消耗品

租税公課

支払手数料

諸会費
法務委託費

修繕費

運賃

事務用品費

新聞図書費

支払利息

その他経費計

経常費用計



内容 金額 算定方法

4

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳
円

使途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。

当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。

したがって使途が制約されていない正味財産 ,ま   円です。
:円 )

5.固 定資産の増減内訳
(単位

6.借 入金の増減内訳
(単位

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通 りです。

:円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要

な事項

事業費と管理費の按分方法

8

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考内容

合計

期末帳簿価額期末取得価額 減価償却累計額期首取得価額 取得 減少科 目

▲  33,757
▲  234,782

277,763

226,875
311,520

461,657
311,520

264,757 196,900

▲ 268,539 504,638D 773,177576,277 196,900

有形固定資産

構築物

什器備品

無形固定資産

投資そのイtLの資産

合計

期末残高当期借入 当期返済期首残高科 目

465,000500,000 35,000長爾借入金 (銀行等)

4,500,0001,500,000 3,000,000長期借入金 (個人)

4,965,0001,500,000 3,500,000 35,000計
△

内、近親者
及び支配法
人との取引

計算書類に

計上された
金額

内、役員と
の取引

科 目

4,500,000

497,125
4,965,000

497,125
4,997,1255,462,125

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

長期借入金

仮受金

貸借対照表計



その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法 第 28条関係 )

令和5年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 とっぷくおりてい

A

1

現
は:1解 |

7.238

149.546
100,000

未収金
非収益事業未収金
非収益事業未収金

(教室会費 )

(オ ータムスクール費用 )

104.(00
12.000

1

構築物
門扉

イ.イ |||:,III

パ ソコン

ピア ノ

95,608
131,267

2)

【A】 資 産 合 計 ①十② 907.422

70,000

1

B-1

8,372
497,125

長期借入金
日本政策金融公庫
個人

465,000
4,500,000

預り金
源泉徴収税

仮受金

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 5.540.497

【B-2】 正 【A】 ― 【B-1】 -4.633.075味 財 産 合 計

■■E日肛コ

■■ヨIE」

|

|

277.763

L========≧ =============== L===主 =』≧=」≧=≧=」==旦
_

丁T雇
~●~

定ruE合 i

| の



書式第 18号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度年間役員名簿 (前事葉年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事彙年度における■日の有無を記麟した名■ )

特定非営利活動法人とっぷくおりてい

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第20条関係)

□各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

氏    名

前事業年度内の

就任期間
報酬 を受けた期間

(該当者のみに記入)

1 監 事

ユリコ

由里子

和 5年 10月 1日

和 6年 9月 30日

令和 5年 11月 1日

令和 6年 9月 30日

2

アオヤマ  ナオキ

青山 直樹

和 5年 10月 1日

和 6年 9月 30日

年  月  日

年  月  日

3 監 事

オクタ
゛
  ナオヒロ

奥田 直裕

和 5年 10月 1日

和 6年 9月 30日

年  月  日

年  月  日

4 監 事

ミチモト  カス・テル

道本 和照

和 5年 10月 1日

和 6年 9月 30日

年  月  日

年  月  日

5 理 事

ムトウ  ソウイチ

武藤 壮一

和 5年 10月 1日

令和 6年 9月 30日

年 月

月

日

日年

6 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

7 理事 。監事

年 月

月

日

日年

年  月  日

年 月 日

8 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月 日

日年   月

9 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月 日

日年   月

10 理事・監事

年  月  日

年  月  日

午 月

月

日

年 日

〇
監事



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人とつぷくおりてい

氏   名

1
岩内 由里子

2 青山 直樹

3 奥田 直裕

4 道本 和照

5
武藤 壮―

6 岩内 伸幸

7 佐久間 寿美江

8 口田 邦子

9 長田 尚久

10
大野 達矢

11
薗部 慎―郎

12 新谷 光広



社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人とつぷくおりてい

氏   名

13 関本 爽音  




